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○廃棄物処理施設整備予算の全体像
　平成 27年度補正予算案と平成 28年度予算案
における廃棄物処理施設整備関係の予算は、次
ページの表のようにまとめることができます。
　公共事業の循環型社会形成推進交付金（廃棄
物処理施設分）は、環境省の一般会計では補正
予算 383億円、平成 28年度予算案 280億円の
合計 663億円となっています。これに、東日本
大震災復興関係で約 110億円と国土交通省（北
海道・離島・奄美）・内閣府（沖縄）の計上分（環
境省に移し替え）の約 52億円を加えると、公
共事業全体では 825億円となっています。
　非公共事業では、大規模災害時の災害対応拠
点となる廃棄物処理施設整備として、補正予算
51億円、平成 28年度予算案 35億円の合計 86
億円が計上されており、エネルギー対策特別会
計では、廃棄物処理施設への先進的設備導入事
業として約 197億円が計上されています。
　これらをすべて合わせると、廃棄物処理施設

整備関係の予算は、1,108億円計上されている
ことになります。廃棄物施設整備関係予算は、
公共事業の循環型社会形成推進交付金が主体で
すが、非公共事業の災害対策やエネルギー特別
会計に依存する割合が高くなってきており、廃
棄物の適正な処理という観点を確保しつつ、多
様なニーズに応えていくことが必要となってき
ています。以下では、これらのニーズを個別に
見ていきたいと思います。

○�大規模災害対応拠点としての廃棄物処理施設
整備

　昨年、廃棄物の処理及び清掃に関する法律及
び災害対策基本法の一部を改正する法律が成立
するなど、平時から災害時における廃棄物の処
理を適正かつ円滑・迅速に実施するための体制
構築や廃棄物処理施設そのものの災害対応力の
強化などにより、廃棄物処理システムを強靱化
することが求められています。

　　平成 28年度 環境省
廃棄物・リサイクル関連予算（案）について

（一社）日本環境衛生施設工業会　事務局

　平成 27年度補正予算案が平成 27年 12月 18日に閣議決定され、平成 28年 1月 20日に成立しま
した。また、平成 28年度予算案が平成 27年 12月 24日に閣議決定され、国会に提出されました。
平成 27年度補正予算案と平成 28年度予算案は一体的なものですので、両者を合わせてご紹介しま
す。
　「平成 27年度補正予算」、「平成 28年度環境省予算案事項別表」（一般会計、東日本大震災復興特
別会計、エネルギー対策特別会計）、「平成 28年度環境省予算案主要新規事項等の概要」、「平成 28
年度環境省重点施策」は、環境省ホームページの「重点施策・予算情報」（http://www.env.
go.jp/guide/budget/index.html）で入手できます。
　平成 28年度環境省重点施策（廃棄物・リサイクル部関係抜粋）を本稿の後に掲載していますので、
廃棄物・リサイクル部関係の予算の全体像はそちらをご覧いただくこととして、本稿では廃棄物処
理施設整備に関係する部分を中心にご紹介します。
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　昨年 9月には、自治体の災害廃棄物対策の支
援のために災害廃棄物処理支援ネットワーク
（D.Waste-Net）が設立され、当工業会もその
メンバーとなっています。
　また、災害発生時に国民の生活環境が保た
れ、早期の復旧・復興につなげる観点から、事
前に大規模災害時に災害対応拠点となる廃棄物
処理施設の整備を進める予算として 86億円が
計上されています。

○廃棄物処理施設への先進的設備導入推進事業
　昨年 12月に同時多発テロの動揺が色濃く残
るパリで開催された気候変動枠組条約第 21回
締約国会議において、2020年以降の温室効果
ガス排出量削減の国際的な枠組みとして「パリ
協定」が合意されました。我が国は、2013年
の温室効果ガス排出量を基準として 2030年ま
でに排出量を 26％削減することを約束してい
ます。
　廃棄物処理施設においては、高効率や廃熱利

用や大幅な省エネルギーが可能な設備の導入に
より得られるエネルギーを有効活用すること
で、エネルギー起源 CO2の排出抑制に貢献す
ることができますし、自立・分散型の地域エネ
ルギー源として電力システム改革の中で一定の
役割を果たすことも可能です。
　こうしたことから、平成 27年度から、エネ
ルギー対策特別会計において、一般廃棄物処理
施設への高効率廃棄物発電等の導入に向けた事
業の支援の予算が計上されています。平成 27
年度は既存の廃棄物処理施設の基幹的設備を改
良して高効率発電を導入する事業を支援するも
のでしたが、平成 28年度では、既存の廃棄物
処理施設全体を更新する事業も対象となり、予
算額も平成 27年度 140億円から平成 28年度は
約 197億円と約 57億円増えています。

　以上の廃棄物処理施設整備は国内における事
業ですが、我が国の循環産業を戦略的に国際展
開していくことも課題となっています。

表　平成 28 年度環境省予算案等における廃棄物処理施設整備分
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○循環産業の戦略的国際展開
　今日、アジア等の途上国を中心経済成長や人
口増加を背景として廃棄物排出量が急増し、質
の多様化も進んでおり、途上国における廃棄物
処理体制が未整備であったり、未成熟であった
りした場合には、廃棄物の不適正な処理に伴う
環境汚染が生じたりしています。また、リサイ
クル可能な資源が廃棄されたりしているのが現
状です。
　途上国がこれらの状況を改善し、廃棄物の適
正処理やリサイクルを推進していくうえでは、
我が国の経験や優れた技術が大変役に立つと思
われます。すなわち、途上国は廃棄物処理やリ
サイクルに関する事業の巨大な潜在的市場を有
していることになります。
　その潜在的市場を開拓していくにあたって
は、国レベルでの制度の整備、地方自治体レベ
ルでの処理計画の策定などの実務、事業者の持

つ技術や事業実施経験などについて多面的に協
力をしていくことが重要であり、国、地方自治
体、事業者が役割分担を明確にしたうえで重層
的に取り組んでいくことが必要です。
　このような取組を支援するため、「我が国循
環産業の戦略的国際展開・育成事業（国際展開
支援）」（270百万円）や「循環産業の国際展開
に係る海外での CO2削減に向けた実証事業」
（250百万円）が計上されています。

　以上、廃棄物施設整備に関連した予算をご紹
介してきましたが、このほかにも、放射性物質
汚染廃棄物処理事業、リサイクル関連事業、産
業廃棄物関連事業など当工業会に関係する事業
がありますが、それらにつきましては、「平成
28年度環境省予算案事項別表」や次ページの
「平成 28年度環境省重点施策（廃棄物・リサイ
クル部関係抜粋）」をご参照ください。
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